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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等 

番 号 件   名 

報 告 第 １ 号 
小学校特別教室エアコン設置工事の変更請負契約に関する専決

処分の報告について 

報 告 第 ２ 号 令和７年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

報 告 第 ３ 号 令和７年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

議 案 第 １ 号 教育委員会の委員の任命について 

議 案 第 ２ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

議 案 第 ３ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

議 案 第 ４ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

議 案 第 ５ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

議 案 第 ６ 号 公有水面の埋立てに関する意見について 

議 案 第 ７ 号 
陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事の請負契約締結に

ついて 

議 案 第 ８ 号 
陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免

除に関する条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ９ 号 陸前高田市営農拠点施設条例の一部を改正する条例 

議案第１０号 陸前高田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例 

 

 



番 号 件   名 

議案第１１号 陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

議案第１２号 陸前高田市下水道条例の一部を改正する条例 

議案第１３号 
陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における電磁的記

録式投票機を用いて行う投票に関する条例 

議案第１４号 令和８年度陸前高田市一般会計補正予算（第３号） 

議案第１５号 令和８年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

議案第１６号 令和７年度陸前高田市一般会計歳入歳出決算 

議案第１７号 令和７年度陸前高田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

議案第１８号 令和７年度陸前高田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

議案第１９号 令和７年度陸前高田市介護保険特別会計歳入歳出決算 

議案第２０号 令和７年度陸前高田市水道事業会計決算 

議案第２１号 令和７年度陸前高田市下水道事業会計決算 

 



－１－ 

報告第１号 

   小学校特別教室エアコン設置工事の変更請負契約に関する専決処分の報告につ

いて 

 令和７年９月１７日に議会の議決を得た小学校特別教室エアコン設置工事の請負契

約の一部を変更することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報

告する。 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓 

  



 

－２－ 

陸前高田市専決第６号  

  

専  決  処  分  書 

  

小学校特別教室エアコン設置工事の設計変更に伴う変更請負契約について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。  

  

１ 工 事 名  小学校特別教室エアコン設置工事  

２ 工 事 場 所  陸前高田市内  

３ 請 負 者  ユアテック・カンノ冷熱特定建設工事共同企業体 

          代表者 岩手県大船渡市立根町字前谷地１８番地７ 

                    株式会社ユアテック大船渡営業所 

                     所長 今 野 幸 徳 

４ 変更内容  

項  目 変 更 前 変 更 後 

契約金額 ３５２，０００，０００円 ３５９，８１０，０００円 

     

    令和８年７月２２日  

                                  陸前高田市長 佐々木   拓 



－３－ 

報告第２号 

令和７年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

 令和７年度陸前高田市健全化判断比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

（単位：％）  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － １０．３ － 

（１３．９５） （１８．９５） （２５．０） （３５０．０） 

（上段：当市比率（傍線：該当なし）、下段：早期健全化基準）  

 

令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  



－４－ 

報告第３号 

令和７年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

 令和７年度陸前高田市資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、監査委員の意見を付

けて、次のとおり議会に報告する。 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

令和７年度陸前高田市水道事業会計 － 

令和７年度陸前高田市下水道事業会計 － 

（傍線：該当なし）  

 

令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  



 １－１  

議案第１号 

   教育委員会の委員の任命について 

 次の者を陸前高田市教育委員会の委員に任命することについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 教育委員会の委員の１人の任期が令和８年９月３０日をもって満了することに伴い、

その後任を任命しようとして提案するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １－２  

 参考資料 

 

経   歴   書 

 

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

学  歴 

  

 

経  歴 

  



２－１ 

議案第２号 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和 

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

  

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

  令和８年９月３日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 人権擁護委員の１人の任期が令和８年１２月３１日をもって満了することに伴い、

その後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。 

  



２－２ 

参考資料 

 

経   歴   書 

 

住  所   

氏  名   

生年月日   

 

        学  歴 

 

 

        経  歴 

 



３－１ 

議案第３号 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和 

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

  

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

  令和８年９月３日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 人権擁護委員の１人の任期が令和８年１２月３１日をもって満了することに伴い、

その後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。 

  



３－２ 

参考資料 

 

経   歴   書 

 

住  所   

氏  名   

生年月日   

 

        学  歴 

 

 

        経  歴  

 



４－１ 

議案第４号 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和 

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

  

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

  令和８年９月３日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 人権擁護委員の１人の任期が令和８年１２月３１日をもって満了することに伴い、

その後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。 

  



４－２ 

参考資料 

 

経   歴   書 

 

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

        学  歴 

  

 

        経  歴 

  



５－１ 

議案第５号 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和 

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 住  所   

 氏  名   

 生年月日   

 

  令和８年９月３日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 人権擁護委員の１人の任期が令和８年１２月３１日をもって満了することに伴い、

その後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。 

  



５－２ 

参考資料 

 

経   歴   書 

 

住  所   

氏  名   

生年月日   

 

        学  歴 

 

 

        経  歴 

 

 



６－１ 

議案第６号 

   公有水面の埋立てに関する意見について 

 脇之沢漁港区域内の公有水面の埋立てに関し、公有水面埋立法（大正１０年法律第 

５７号）第３条第１項の規定により岩手県知事から意見を求められたので、異議がな

い旨の意見を述べるため、同条第４項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和８年９月３日提出 

               陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 脇之沢漁港区域内の公有水面の埋立てに関し岩手県知事に意見を述べようとして提

案するものである。 

  



６－２ 

（議案第６号説明資料その１） 

脇之沢漁港公有水面の埋立て概要 

 

１ 目的 

  脇之沢漁港の物揚場、養殖用作業施設用地等を新設しようとして、公有水面の

埋立てをするものである。 

２ 埋立ての免許の出願をした者 

  陸前高田市 

３ 埋立位置 

 ⑴ 陸前高田市米崎町字脇の沢１７８番及び無地番地先水面 

⑵ 陸前高田市米崎町字館１４２番、３２番５及び３３番１に接する道路である

市有地地先水面 

４ 埋立面積 

  ５，４４０．４８㎡ 

  （内訳）物揚場        ４８７．６１㎡ 

      用地護岸        ７６．２９㎡ 

      作業施設用地   ２，７５２．２８㎡ 

      臨港道路     ２，１２４．３０㎡ 

５ 埋立地の用途 

  物揚場敷、用地護岸敷、養殖用作業施設用地敷及び臨港道路敷 

６ 埋立てに関する工事の施行に要する期間 

  着手の日から令和１０年３月３１日まで 

 

 



６－３ 

（議案第６号説明資料その２） 

 

 

公有水面埋立て Ａ＝５，４４０.４８㎡ 

脇之沢漁港 

米崎町字脇の沢 

脇之沢漁港公有水面埋立位置図 

市道小友・米崎海岸線 

市道沼田海岸 3号線 

米崎町字館 



７－１ 

議案第７号 

陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事の請負契約締結について 

陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事の請負に関し、次のとおり契約を締結

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０

号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 工 事 名  陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事 

２ 工 事 場 所  陸前高田市矢作町字愛宕下地内 

３ 契 約 方 法  条件付一般競争入札 

４ 契 約 金 額  ３９１，６００，０００円 

５ 請 負 者  岩手県陸前高田市横田町字志田実３番地１１ 

          株式会社長谷川建設 

           代表取締役社長 長谷川 順一 

 

令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

 陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事の請負契約を締結しようとして提案す

るものである。 



７－２ 

（議案第７号説明資料その１）  

陸前高田市国民健康保険二又診療所新築工事概要  

   

１ 目的  

  陸前高田市国民健康保険二又診療所を整備しようとして施工するものである。  

２ 工事期間  

  議会の議決を得た日から令和９年６月３０日まで  

３ 工事場所  

  陸前高田市矢作町字愛宕下地内  

４ 工事内容  

 ⑴ 陸前高田市国民健康保険二又診療所 

木造平屋建  

   延床面積 ３６９．７４㎡  

 ⑵ 車庫・物置棟 

   木造平屋建 

   延床面積 ７２．４５㎡ 



７－３ 

（議案第７号説明資料その２） 

7 0
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1 1 4 . 9

 

位 置 図 県
道
世
田
米
矢
作
線 

国道３４３号 

（現）二又診療所 

 

（移転後）二又診療所 

 



７－４ 

（議案第７号説明資料その３） 

 

 

 

配 置 図 

 

陸前高田市 

国民健康保険二又診療所 

車庫・物置 



７－５ 

（議案第７号説明資料その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立面図（陸前高田市国民健康保険二又診療所） 

北側 

南側 

東側 

西側 



７－６ 

（議案第７号説明資料その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

立面図（車庫・物置棟） 

北側 

南側 

東側 

西側 



８－１ 

議案第８号 

   陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例 

 陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平

成２４年条例第３６号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を

求める。 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

所得税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をしようとして提案す

るものである。  



８－２ 

   陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平

成２４年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、東日本大震災復興特別区

域法（平成２３年法律第１２２号。以下

「法」という。）第６条第１項に規定する認

定復興推進計画に定められた法得税法等の一

部を改正する法律（令和８年法律第１２号）

附則第９６条の規定による改正前の法（以下

「旧復興特区法」という。）第３７条第１項

に規定する特定復興産業集積区域（以下「特

定復興産業集積区域」という。）の区域内に

おいて当該認定復興推進計画に定められた法

第２条第３項第２号イ又はロに掲げる事業

（以下「事業」という。）の用に供する施設

又は設備を新設し、又は増設した者に対する

固定資産税の課税免除に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （課税免除の適用） 

第２条 特定復興産業集積区域において、法第

４条第９項の規定による復興推進計画の認定

の日（以下「認定日」という。）から令和８

年３月３１日までの間に、東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成２３年法律第２９号）こととさ

れる同法第１１条の規定による改正前の東日

本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律（平成２３年法律第２９

号。以下「旧震災特例法」という。）第１０

条第１項又は第１７条の２第１項の規定の適

用を受ける場合にあっては、令和１０年３月

３１日）までの間に、旧震災特例法第１０条

第１項、第１０条の５第１項、第１７条の２

第１項又は第１７条の５第１項の規定の適用

を受ける施設又は設備（以下「対象施設等」

という。）を新設し、又は増設した者（事業

を実施する個人事業者又は法人で法    

 第３７条第１項又は法第３９条第１項に規

定する指定事業者に該当するものであって、

認定日から令和８年３月３１日までの間に当

 （趣旨） 

第１条 この条例は、東日本大震災復興特別区

域法（平成２３年法律第１２２号。以下

「法」という。）第６条第１項に規定する認

定復興推進計画に定められた所得税法等の一

部を改正する法律（令和８年法律第１２号）

附則第９６条の規定による改正前の法（以下

「旧復興特区法」という。）第３７条第１項

に規定する特定復興産業集積区域（以下「特

定復興産業集積区域」という。）の区域内に

おいて当該認定復興推進計画に定められた法

第２条第３項第２号イ又はロに掲げる事業

（以下「事業」という。）の用に供する施設

又は設備を新設し、又は増設した者に対する

固定資産税の課税免除に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （課税免除の適用） 

第２条 特定復興産業集積区域において、法第

４条第９項の規定による復興推進計画の認定

の日（以下「認定日」という。）から令和８

年３月３１日（所得税法等の一部を改正する

法律附則第７２条第１項又は第８０条第１項

の規定によりなおその効力を有することとさ

れる同法第１１条の規定による改正前の東日

本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律（平成２３年法律第２９

号。以下「旧震災特例法」という。）第１０

条第１項又は第１７条の２第１項の規定の適

用を受ける場合にあっては、令和１０年３月

３１日）までの間に、旧震災特例法第１０条

第１項、第１０条の５第１項、第１７条の２

第１項又は第１７条の５第１項の規定の適用

を受ける施設又は設備（以下「対象施設等」

という。）を新設し、又は増設した者（事業

を実施する個人事業者又は法人で旧復興特区

法第３７条第１項又は法第３９条第１項に規

定する指定事業者に該当するものであって、

認定日から令和８年３月３１日までの間に当



８－３ 

該指定事業者として指定を受けたものに限

る。）について、当該対象施設等である家屋

及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土

地（認定日以後において取得したものに限

り、かつ、土地については、その取得の日の

翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地

とする当該家屋の建設の着手があった場合に

おける当該土地に限る。）に対して課する固

定資産税は、事業の用に供した後において最

初に固定資産税を課すべきこととなる年度以

後５年度内に限り、その課税を免除する。 

該指定事業者として指定を受けたものに限

る。）について、当該対象施設等である家屋

及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土

地（認定日以後において取得したものに限

り、かつ、土地については、その取得の日の

翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地

とする当該家屋の建設の着手があった場合に

おける当該土地に限る。）に対して課する固

定資産税は、事業の用に供した後において最

初に固定資産税を課すべきこととなる年度以

後５年度内に限り、その課税を免除する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の陸前高田市特定復興産

業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例の規定は、令和８年４月１日

から適用する。 



９－１ 

議案第９号 

   陸前高田市営農拠点施設条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市営農拠点施設条例（平成２６年条例第２１号）の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 陸前高田市営農拠点施設における色彩選別機の処分に伴い、営農拠点施設使用料の

改正をしようとして提案するものである。 

 



９－２ 

   陸前高田市営農拠点施設条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市営農拠点施設条例（平成２６年条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第１０条関係） 

  営農拠点施設使用料 

区分 単位 使用料 

～（略）～ 

ライス

センタ

ー 

～（略）～ 

籾摺
もみす

り 製品玄米 1 キログ

ラム 

25円 

色彩選別 玄米 30 キログラ

ム 

500 円 

 

別表（第１０条関係） 

  営農拠点施設使用料 

区分 単位 使用料 

～（略）～ 

ライス

センタ

ー 

～（略）～ 

籾摺
もみす

り 製品玄米 1 キログ

ラム 

25円 

  

 備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



１０－１ 

議案第１０号 

陸前高田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例 

陸前高田市企業立地奨励条例（昭和６３年条例第８号）の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

企業立地の促進を図るため、所要の改正をしようとして提案するものである。 



１０－２ 

陸前高田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市企業立地奨励条例（昭和６３年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 事業所 統計法（平成１９年法律第５３

号）第２条第９項に規定する統計基準である

日本標準産業分類に掲げる製造業、ソフトウ

ェア業、自然科学研究所、道路旅客運送業、

道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び旅

館、ホテル     に分類される事業その

他市長が認める事業の用に供する施設（試験

研究施設を含む。)をいう。 

⑵～⑺ ヽヽヽ（略） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 事業所 統計法（平成１９年法律第５３

号）第２条第９項に規定する統計基準である

日本標準産業分類に掲げる製造業、ソフトウ

ェア業、自然科学研究所、道路旅客運送業、

道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、旅館、

ホテル及び魚類養殖業に分類される事業その

他市長が認める事業の用に供する施設（試験

研究施設を含む。)をいう。 

⑵～⑺ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



１１－１ 

議案第１１号 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 市営住宅和野団地の戸数を減じようとして提案するものである。 

  



１１－２ 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第３条関係） 

団地名 戸数 共同施設 位置 

～（略）～ 

和野 ３６ ～（略）～ 

～（略）～ 
 

別表（第３条関係） 

団地名 戸数 共同施設 位置 

～（略）～ 

和野 ２９ ～（略）～ 

～（略）～ 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



１２－１ 

議案第１２号 

   陸前高田市下水道条例の一部を改正する条例 

陸前高田市下水道条例（平成１０年条例第２６号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 下水道事業会計の経営改善を図るため、下水道使用料を改定しようとして提案する

ものである。 

 

 

 

 

  



１２－２ 

陸前高田市下水道条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市下水道条例（平成１０年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第１７条関係） 

区分 一般用 浴場用 臨時用 

基本使用

料（1月

につき） 

10立方メー

トルまで 

1,800

円 

1,800

円 

1,800

円 

従量使用

料（1立

方メート 

ルにつき） 

10立方メー

トルを超え 

20立方メー

トルまで 

 

 

 

 

 

 

 

 

130円 80円 200円 

 20立方メー

トルを超え

30立方メー

トルまで 

140円   

 30立方メー

トルを超え

40立方メー

トルまで 

150円   

 40立方メー

トルを超え

50立方メー

トルまで 

 

 

 

 

160円   

 

別表（第１７条関係） 

区分 一般用 浴場用 臨時用 

基本使用

料（1月

につき） 

5立方メー

トルまで 

1,650

円 

1,650

円 

1,650

円 

従量使用

料（1立

方メート 

ルにつき） 

5立方メー

トルを超え 

10立方メー

トルまで 

110円 150円 350円 

 10立方メー

トルを超え

15立方メー

トルまで 

130円   

 15立方メー

トルを超え

20立方メー

トルまで 

150円   

 20立方メー

トルを超え

25立方メー

トルまで 

170円   

 25立方メー

トルを超え

30立方メー

トルまで 

190円   

 30立方メー

トルを超え

35立方メー

トルまで 

210円   

 35立方メー

トルを超え

40立方メー

トルまで 

230円   

 40立方メー

トルを超え

45立方メー

トルまで 

250円   

 45立方メー

トルを超え

50立方メー 

トルまで 

270円   

 



１２－３ 

 50立方メー

トルを超え

100立方メ

ートルまで 

170円   

 100立方メ

ートルを超

え 500立方

メートルま

で 

180円   

 500立方メ

ートルを超

え 1,000 立

方メートル

まで 

190円   

 1,000 立方

メートルを

超えるもの 

200円   

 

 50立方メー

トルを超え

100立方メ

ートルまで 

320円   

 100立方メー

トルを超える

もの 

 

400円   

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の陸前高田市下水道条例別表の規定は、令和９年４月分と

して徴収する使用料から適用し、同年３月分までの使用料については、なお従前の

例による。 

 

 



１３－１ 

議案第１３号 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における電磁的記録式投票機を用

いて行う投票に関する条例 

 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における電磁的記録式投票機を用いて

行う投票に関する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和８年９月３日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙において、電磁的記録式投票機を用い

た投票をしようとして提案するものである。



１３－２ 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における電磁的記録式投票機を用 

いて行う投票に関する条例 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投

票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律（平成１３年法律第１４７号。以

下「法」という。）第３条第１項及び第５条の規定に基づき、陸前高田市議会議員

及び陸前高田市長の選挙における電磁的記録式投票機を用いて行う投票に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

 （電磁的記録式投票機による投票） 

第２条 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における投票（公職選挙法（昭

和２５年法律第１００号）第４７条、第４９条並びに第５０条第３項及び第５項の

規定による投票を除く。）は、法第３条第１項の規定により電磁的記録式投票機を

用いて行うものとする。 

 （電磁的記録式投票機における候補者の氏名及び党派別の表示方法） 

第３条 電磁的記録式投票機における公職の候補者の氏名及び党派別（以下「候補者

の氏名等」という。）の表示は、次に掲げる方法のうち陸前高田市選挙管理委員会

（以下「委員会」という。）が指定するいずれかの方法によるものとする。 

 ⑴ 電磁的記録式投票機の画面その他の候補者の氏名等を表示する部分（以下「画

面等」という。）に全ての候補者の氏名等を同時に表示させる方法 

 ⑵ 画面等に表示された五十音の中から、電磁的記録式投票機を操作して選択した

音で始まる氏名の候補者の氏名等を画面等に同時に表示させる方法 

 ⑶ 選挙人がペン型の入力装置を用いて画面等に入力した内容を電磁的記録式投票

機に認識させ、認識された内容に近似する文字列に近似する氏名の候補者の氏名

等を画面等に同時に表示させる方法 

 ⑷ 候補者の氏名等を、電磁的記録式投票機を操作することにより連続的に画面等

に順次表示させる方法 

 ⑸ 数名ごとに分割した候補者の氏名等を、電磁的記録式投票機を操作することに

より表示を切り替えて画面等に順次表示させる方法 



１３－３ 

２ 候補者の氏名等を画面等に表示する順序は、公職選挙法第１７５条第３項の規定

によるくじで定める順序によるものとする。ただし、前項第２号又は第３号に規定

する方法で２以上の候補者の氏名等を同時に表示させる場合の当該表示の順序は、

当該２以上の候補者の氏名等のうち、この項本文のくじで定める順序が早いものか

ら順に表示する順序によるものとする。 

 （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、電磁的記録式投票機を用いて行う投票に関し

必要な事項は、委員会が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年１月１日から施行する。 

 （記号式投票に関する条例の廃止） 

２ 記号式投票に関する条例（昭和３７年条例第２１号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日前にその期日を告示された陸前高田市議会議員及び陸前高田

市長の選挙については、なお従前の例による。 

 


